


























































































































8 0 14 0 0 0 5 0 27
6.2% 0.0% 10.9% 0.0% 0.0% 0.0% 3.9% 0.0% 21.0%
保育所等
0 0 4 1 0 0 1 0 6





















3 0 12 1 0 2 3 0 21
2.3% 0.0% 9.3% 0.7% 0.0% 1.5% 2.3% 0.0% 16.4%
保育所等
1 0 15 2 0 5 0 0 23





















2 0 10 1 0 4 1 0 18
1.5% 0.0% 7.8% 0.7% 0.0% 3.1% 0.7% 0.0% 14.0%
保育所等
3 0 23 3 0 4 0 0 33

































0 0 4 0 0 0 1 0 5
0.0% 0.0% 12.9% 0.0% 0.0% 0.0% 3.2% 0.0% 16.1%
保育所等
0 0 0 0 0 0 0 0 0





















1 0 6 0 0 0 0 0 7
3.2% 0.0% 19.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 22.5%
保育所等
0 0 3 0 0 0 0 0 3





















2 1 8 0 0 0 0 0 11
6.4% 3.2% 25.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 35.4%
保育所等
0 0 4 0 1 0 0 0 5


















年齢 0歳 1歳 2歳
合計
保育状況 家庭 保育所等 家庭 保育所等 家庭 保育所等
定期的
個別相談
26 1 25 18 18 34 122
12.1% 0.4% 11.6% 8.4% 8.4% 15.8% 57.0%
集団活動
13 2 9 10 8 17 59
6.0% 0.9% 4.2% 4.6% 3.7% 7.9% 27.5%
不定期的
個別相談
5 3 2 6 7 6 29
2.3% 1.4% 0.9% 2.8% 3.2% 2.8% 13.5%
集団活動
1 0 1 1 1 0 4
0.4% 0.0% 0.4% 0.4% 0.4% 0.0% 1.8%
合計
45 6 37 35 34 57 214












校数 % 校数 %
保護者
聴覚障害の理解促進 14 100% 14 100%
保護者の心理的安定を目的とした相談 13 92.8% 13 92.8%
聴覚障害児の聞こえとことばの発達について 14 100% 14 100%
聴覚障害児の周囲の音環境への配慮について 13 92.8% 13 92.8%
補聴器・人工内耳についての相談 14 100% 14 100%
進路・就学の相談 13 92.8% 13 92.8%
関係機関への紹介 11 78.5% 10 71.4％
聴覚障害児とのコミュニケーション方法の指導 14 100% 14 100%
聴覚障害児との遊びの指導 12 85.7% 12 85.7%
指文字・手話の指導 10 71.4% 10 71.4%
難聴児の保護者との交流 10 71.4% 9 64.2%
専門家を招いての研修会の実施 4 28.5% 4 28.5%
その他 0 0.0% 0 0.0%
乳幼児
聴覚活用の支援 14 100% 14 100%
コミュニケーション方法習得の支援 14 100% 14 100%
指文字・手話習得の支援 11 78.5% 11 78.5%
言語発達を促す支援 14 100% 14 100%
集団活動における社会性発達の支援 11 78.5% 9 64.2%













学校 乳幼児数 担当教員数 教員1人あたりの担当児数
A 6 2 3.0
B 6 1 6.0
C 11 4 2.8
D 13 2 6.5
E 5 1 5.0
F 18 2 9.0
G 35 2 17.5
H 10 2 5.0
I 13 3 4.3
J 6 1 6.0
K 19 2 9.5
L 9 2 4.5
M 1 5 0.2
N 7 5 1.4




人数 % 人数 %
保育士資格 3 8.8% 3 8.5%





















































































































対面会議 オンライン会議 電話 メール 文書 その他
医療
耳鼻咽喉科
14 7 0 8 9 8 0
100% 50.0% 0.0% 57.1% 64.2% 57.1% 0.0%
小児科
1 0 0 0 0 0 1
7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 7.1%
産科
0 0 0 0 0 0 0





11 9 0 6 2 3 0
78.5% 64.2% 0.0% 42.8% 14.2% 21.4% 0.0%
保健所・
保健センター
9 7 0 6 4 0 0
64.2% 50.0% 0.0% 42.8% 28.5% 0.0% 0.0%
児童相談所
1 1 0 0 0 0 0
7.1% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
療育センター等
10 6 0 8 4 3 0




13 10 0 9 2 4 2
92.8% 71.4% 0.0% 64.2% 14.2% 28.5% 14.2%
幼稚園
10 8 0 5 2 4 1
71.4% 57.1% 0.0% 35.7% 14.2% 28.5% 7.1%
認定こども園
9 7 0 7 1 1 1
64.2% 50.0% 0.0% 50.0% 7.1% 7.1% 7.1%
小学校
5 4 0 5 2 1 0
35.7% 28.5% 0.0% 35.7% 14.2% 7.1% 0.0%
特別支援学校
6 6 0 6 5 2 0
42.8% 42.8% 0.0% 42.8% 35.7% 14.2% 0.0%
教育委員会・
教育センター
7 4 0 7 5 1 0
28.5% 0.0% 50.0% 35.7% 7.1% 0.0%
その他
6 5 0 4 1 2 1














































校数 % 校数 %
パンフレット等の作成・配布 13 92.8% 14 100%
学校公開 7 50.0% 4 28.5%
研修会の実施 10 71.4% 8 57.1%
ホームページで紹介 10 71.4% 12 85.7%
その他 2 14.2% 3 21.4%
Ⅳ．考察
1．乳幼児教育相談の設置と実施の状況
東北地方における聴覚支援学校14校には、すべて乳幼児教育相談が設置されており、聴
覚障害のある乳幼児とその保護者への支援活動が実施されていた。
補聴機器の利用状況は、聴覚障害の単一障害児と聴覚障害の他に何かしらの医学的診断を
合わせ有している重複障害児のどちらとも、最も多かったのは両耳補聴器である。聴覚障害
の単一障害児が、両耳補聴器に次いで多かったのは、両耳人工内耳であった。森（2015）は、
小児人工内耳適応基準がすでに2度改訂されており、今後さらに小児人工内耳の両耳装用が
増加していくことを指摘していることからも、難聴乳幼児の両耳人工内耳装用も、今度増加
していくことが予想される。
原田（2020）は、乳幼児教育相談は乳幼児と合わせて、保護者への指導・支援を実施す
る場であり、子どもとのコミュニケーション、保護者の求める情報、必要な情報の共有と
いった支援を行っていると述べている。そのため、各校の乳幼児教育相談が難聴乳幼児とそ
の保護者に実施している支援活動は多岐にわたっているといえる。だが、2020年度は新型
コロナウイルスの流行に伴い、「三密」（密集・密接・密閉）を防止する観点から、従来どお
りの支援活動が実施しにくくなっているために、保護者への関係機関の紹介や難聴児の保護
者との交流、乳幼児の集団活動を実施した学校が減少していたことが考えられる。
本調査では、土日や祝日の乳幼児教育相談の実施状況についても調査をした。実施してい
る学校は2校と限られていたものの、土日や祝日に実施をすることで、平日だと参加するこ
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との難しい父親やきょうだい、祖父母も参加できる機会が広がる。原田（2020）は今日の
乳幼児教育相談は、母親指導や保護者支援から、家族支援（Family Centered Approach）
の時代へと発展してきたと述べている。聴覚障害のある乳幼児は母親だけではなく、家族が
一丸となって育てていかなくてはならず、そのためには「家族支援」が非常に重要な視点で
あることから、多くの家族が参加することのできる土日や祝日に乳幼児教育相談を実施する
ことは望ましいことである。だが、本調査で多くの担当教員が課題と指摘している勤務体制
や実施場所の確保の問題も残されていることから、土日や祝日の実施の有効性と合わせ、今
後検討されていくべき課題であるといえる。
2．乳幼児教育相談担当教員
2019年度と2020年度の乳幼児教育相談担当教員数を比較すると、2020年度は担当教員
が1人増加した。公益財団法人聴覚障害者教育福祉協会聴覚障害乳幼児教育相談研究委員会
（2018）でも、乳幼児教育相談は、制度的な裏付けがないものの、聴覚支援学校における実
質的な教育の一部となっているため、校内措置などによる教員配置の工夫や努力により継続
されている状況であることを指摘している。実際に、2019年度の乳幼児教育相談を担当し
ている教員の1人あたりの乳幼児数の14校の平均は5.7人であり、地域によって乳幼児数は
大きく異なるものの、乳幼児数に対して配置している担当教員数は圧倒的に少ないといえる。
2020年度は2019年度と比べ、特別支援学校教諭聴覚障害領域免許（聾学校教諭免許）
所持者が3人増加した一方で、保育士免許所持者は2019年度、2020年度ともに3人であっ
た。特別支援学校教諭免許状に加え、保育士免許を所持している教員は希少であると考えら
れ、容易に保育士免許を所持する特別支援学校教諭の養成をすることには困難があるもの
の、聴覚支援学校における乳幼児教育相談での専門性を組織的に担保するためにも、早急な
対応が望まれる。公益財団法人聴覚障害者教育福祉協会聴覚障害乳幼児教育相談研究委員会
（2018）は、一人あたりの教員の聴覚支援学校での平均勤務年数が短くなっており、再雇用
も含め、ベテラン教員の配置に努めていると述べている。本調査においても、教員経験年数
と聴覚障害教育経験年数が短い教員も一定数、乳幼児教育相談担当として配置されているこ
とが明らかとなった。学校はこれからの特別支援教育や聴覚障害教育を担っていくこととな
る若手教員の養成にも努めなくてはならないことから、OJT（実際の支援の業務場面で先輩
教員から後輩教員へ支援方法を伝える）や全国聾学校長会専門性充実部会が発行した「聾学
校における専門性を高めるための教員研修用テキスト　2011年改訂版」などを活用しなが
ら、専門性を向上させていくことが望まれると考える。
乳幼児教育相談担当教員を専任として配置している学校は2019年度4校6人（17.6%）、
2020年度4校7人（20.0%）と少なく、学級担任や授業、地域支援といった他業務にも多
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く携わっていた。公益財団法人聴覚障害者教育福祉協会聴覚障害乳幼児教育相談研究委員会
（2018）の調査でも、兼任教員の比重の高さを指摘しており、今後、乳幼児教育相談担当教
員の加配が強く求められる。
3．令和元年度の乳幼児教育相談と関係機関との連携
乳幼児教育相談は、早期介入や個々のニーズへの対応に加え、小児発達や聴覚言語障害、
耳科学的知見といった広範な専門性が求められることから、関係機関との的確な情報共有や
協働、地域での協力体制が求められている（廣田・齋藤・大沼，2019）。そのためにも、医
療・保健・福祉・教育の多岐にわたる関係機関との連携が欠かせない。本調査における関係
機関との連携の方法として、2019年度はオンラインを利用した連携は1校も見られなかっ
た。だが2020年度、新型コロナウイルスの流行とともに、オンラインの活用が急速に普及
した。関係機関とのケース会議やカンファレンスは、オンラインによる開催も比較的実施し
やすいと考えられるが、ICTの環境整備や個人情報の取り扱いといった課題が山積している
のも事実である。
乳幼児教育相談を担当している教員は、必ずしも聴覚障害教育や幼児保育を専門としてい
る教員であるとは限らない。さらには、他の校務や授業と兼任しながら担当している場合も
多いことから、乳幼児教育相談と関わる各関係機関の役割分担を明確化させ、それぞれの強
みを生かした支援を実施していくことで、限られた資源を十分に活用していくことができる
のではないかと考える。
4．外部に向けた乳幼児教育相談の広報活動
乳幼児教育相談と各関係機関が適切な連携関係を構築していくには、外部に乳幼児教育相
談の存在を理解してもらう必要があるが、認知度は決して高いとはいえない。そのために、
各校の乳幼児教育相談は、様々な手段を用いて広報活動を行っている。2019年度から2020
年度の広報活動の変化にも、新型コロナウイルスの感染拡大防止が影響していると考えられ
る。学校公開や研修会といった多くの人が接触する機会を避けるために実施校が減った一方
で、パンフレットの作成・配布とホームページでの紹介といった感染を恐れる心配のない方
法で情報公開をする学校が増えている。
本調査において、行政機関の担当者は短いスパンで異動してしまうために、担当者に聴覚
障害への理解が浸透しにくいということも明らかになった。また、聴覚障害は目に見えない
障害であることから、なかなか障害への理解が得られにくいという事実もある。そのために
今後は、聴覚障害への理解や支援を浸透させていけるような広報活動や情報公開も必要に
なってくると考える。
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5．総合考察
本研究では、東北地方の聴覚支援学校における乳幼児教育相談の実態調査をとおして、各
校が実施している乳幼児教育相談での教育相談活動と関係機関との連携に関する現状と今後
の課題について検討することを目的とした。
早期発見・早期支援が肝要である聴覚障害児の療育において、早期療育の役割を担ってい
る聴覚支援学校における乳幼児教育相談に求められている役割は非常に大きい。だが、文部
科学省の管轄である聴覚支援学校が担う教育対象は3歳以上の幼稚部以降である。一方、早
期療育を法制度下のもとで担っている厚生労働省管轄の児童発達支援センター（旧・難聴幼
児通園施設）があり、聴覚支援学校における乳幼児教育相談は制度的な裏付けがないために、
制度の狭間にあるといえる。そのため、聴覚支援学校と乳幼児教育相談を担当する教員の工
夫と努力により、1955年代から現在に至るまで、継続されてきている。2020年度、文部科
学省は概算要求主要事項において、障害のある児童生徒等の自立と社会参加の加速化に向け
た取り組みの充実を図り、障害のある児童生徒等が十分な教育を受けられる環境を構築する
ことを目的とした「切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実」に「難聴児の早
期支援に向けた保健・医療・福祉・教育の連携推進」を新規事業として加えた。厚生労働省・
文部科学省が連携して実施する「保健、医療、福祉と連携した聴覚障害のある乳幼児に対す
る教育相談充実事業」、国立特別支援教育総合研究所による「難聴児の切れ目ない支援体制
構築事業」の2事業が行われることとなり、国をあげて聴覚障害のある乳幼児に対する教育
相談充実に向け、推進していくこととなった（文部科学省，2019）。2020年度、聴覚支援
学校における乳幼児教育相談は大きな変革期を迎えたといえる。だが、乳幼児教育相談を担
当する教員の配置や予算面、関係機関との連携開拓や方法など、今後検討されていくべき課
題が多いことが明らかとなった。
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